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研究成果の概要（和文）：  

 本研究の目的は、大企業での長時間労働と子育て支援を理念的中核として展開されることが

多い「ワーク・ライフ・バランス(WLB)論」を再考し、誰もが安心して働ける社会のあり方を検

討することである。大企業以外で働く多様な世代の人々を対象に調査を実施した結果、ワークと

ライフは一概に対立する概念ではないこと、地域で働くことのもたらす安心感、働く「場」にと

らわれない柔軟で多様な働き方とその制度的支援の重要性が明らかになった。これらの結果は、

従来の「WLB論」とそれに基づく施策の再考に、寄与するものと考えられた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 Main findings are 1) work and life should not be necessarily controversial concepts, 
2)diversity and inclusion should be the key concepts,  3)accepting flexible and diverse 
ways of work especially in one’s own community enhance the sustainable society. 
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１．研究開始当初の背景 
平成 19年、「仕事と生活の調和推進官民ト
ップ会議」において、「仕事と生活の調和（ワ
ーク・ライフ・バランス）憲章」と「仕事と
生活の調和推進のための行動指針」が策定さ
れ、官民一体となったワーク・ライフ・バラ
ンス推進の取り組みが進められている。内閣
府では、仕事と生活の調和が実現した社会と
は、「国民一人一人がやりがいや充実感を感
じながら働き、仕事上の責任を果たすと共に、

家庭や地域生活などにおいても、子育て期、
中高年期といった人生の各段階に応じて多
様な生き方が選択・実現できる社会である」
と述べている。 
 
一方で、ワーク・ライフ・バランス論の多
くは、大企業ホワイトカラーの子育て支援を
主として論じており、それ以外の組織・職
種・世代を対象とした研究は非常に限られ、
従来のワーク・ライフ・バランス論から排除
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されがちであった人々を広く包摂した議論
が必要であると考えられた。さらに、労働の
意味づけやワークとライフの関係性を所与
のものとみなした議論が多くみうけられた。
人々がおかれた多様な状況を把握すること
なく進められるワーク・ライフ・バランス論
とそこから導かれる施策が、国民一人一人を
包摂し、安心して働き暮らせる社会の構築に
結びつかないことは自明であると考えられ
た。 
 
こうした問題意識に基づき、労働の意味づ
けや、ワークとライフの関係性の実態把握に
さかのぼり、これまで排除されがちであった
多様な人々を対象にした調査結果に基づき
ワーク・ライフ・バランス論を再考し、一人
一人の国民が安心して働ける社会の仕組み
について考察する必要があると考えられた。 
 
２．研究の目的 
  本研究の目的は、大企業での長時間労働
と子育て支援を理念的中核として展開され
ることが多い「ワーク・ライフ・バランス論」
を再考し、誰もが安心して働ける社会の仕組
みを実証的に検討することである。 
  
３．研究の方法 
  文献研究と調査研究を実施した。国内調査
は、調査票（医療機関調査）による量的調査
とフィールドワークと聴き取り（地場産業・
ベンチャー企業）による質的調査からなる。
韓国調査では、聴き取りと調査票を併用した。 
  
４．研究成果 
 
(1) 文献研究は、主として江川・原谷・金
野が担当した。文献からこれまでのワーク・
ライフ・バランス論の問題点を整理するとと
もに、その結果を調査対象の選定に反映させ
た。  

 
まずワークとライフのバランスとはなに

か、という問題が改めて浮き彫りにされた。
ワークとライフの関係性についての議論が
十分になされないままとなっており、この点
をブラックボックスとしたままのワーク・ラ
イフ・バランス論およびそれに基づく施策の
限界が示唆された。 
   
次に、いわゆるワーク・ライフ・バランス

論では、その対象が子育て世代の両立支援に
偏り、それ以外の大多数の人々が対象外とな
りがちな傾向が改めて示唆された。これら文
献研究から得られた知見は、本プロジェクト
での地場産業・ベンチャー企業、高齢者など
の対象選択に活かされた。 
 

(2)医療機関調査は、江川、松原、原谷、川
口、金野が中心となって実施された。２つの
医療機関に勤務する従業員から677票の有効
回答が得られ、分析を加えた。 
 
 主たる結果として、医療機関従事者のスト
レスは一般労働者より高く、ストレスとワー
ク・ライフ・バランスには有意な関連が認め
られた。カールソンのワークライフコンフリ
クト尺度については、職場から家庭へもたら
される葛藤が、家庭から職場にもたらされる
葛藤よりも一貫して強く認められた。 
 
さらに、子育て中・介護中の人々を比較す

ると、介護中で勤務を継続している人々は非
常に限られていること、交代勤務者では長時
間労働者が尐ないことなどが明らかとなっ
た。 
  
これらの結果は、従業員の心の健康にワー

ク・ライフ・バランスが強く関連しているこ
と、ワーク・ライフ・バランス施策は子育て
支援に偏りがちであるが、介護中の従業員へ
の組織・地域での支え合いが、離転職予防の
視点からも重要であることを示唆するもの
と解された。 
 
(3)地場産業調査は、江川・倉田が担当した。
江川は、愛知県名古屋市有松で 400 年続く地
場産業である有松絞り染産業、倉田は兵庫県
南あわじ市の地場産業である瓦産業を取り
上げ、約１年半のフィールドワークを行い、
インタビューや関連資料の収集とともに、地
場産業における労働と地域の意味、ワークと
ライフの関係性に検討を加えた。 
 
 絞り染産業では、括り職人に活き活きと働
き続ける高齢女性が多かった。在宅での作業
が可能で、社会に貢献できる活動拠点が地域
にあるという「場の効果」が高齢者の就労継
続と生き甲斐に大きく寄与していると考え
られた。 
 
これらの結果は、従来の内職を待遇・保障

面で改善し、新たな在宅ワーク制度を確立す
ることで、子育て世代に限らず介護者や高齢
者が、地域で安心して就労継続できる可能性
を示唆していた。決められた時間に通勤し働
くという従来からの企業での働き方そのも
のの変容が、労働力の確保、人と組織・人と
地域の活性化に寄与するものと考えられた。 
 
 瓦産業では、近年の瓦産業の衰退により、
窯元は、工程での手間を増やす、土窯での手
作りに挑む、工場を清掃し一般に開放するな
ど「手間をつくりだす」ことにより、地域住
民や窯元同士の関係性を醸成すると共に、家



族が労働に関わる機会を維持し、仕事と生活
の両面で活力を生み出すことを狙っていた。
労働の効率化から生じた時間を生活に割り
振るという従来の「WLB 論」とは、労働の意
味づけや生活との関係性が異なり、新たな労
働観の存在を示唆していた。 

 
２地域での調査結果とも、ワークとライフ

は一概に対立する概念ではないこと、地域で
働くことのもたらす安心感、働く「場」にと
らわれない柔軟で多様な働き方とその制度
的支援の重要性を示しており、「WLB論」再考
に寄与するものと考えられた。 
 
(4) ベンチャー企業調査は、金野が担当し
た。ワーク・ライフ・バランスに配慮した職
場が新たに創出される過程が明らかにされ
た。そこには、創業者の生活体験が大きく影
響していた。仕事以外の時間も大切にする社
員を前提とした職場であるが、従業員も仕事
以外の時間を大切にするということを、その
職場で働くことを通じて学んでおり、職場の
教育的機能が注目された。 
  

(5)韓国調査は、松原・鄭が中心となって
実施された。韓国での経済危機の影響は大き
く、当初その実施が危ぶまれたが、最終的に
ビジネススクールの受講生と卒業生を中心
に、企業の人事担当者から見たワーク・ライ
フ・バランスに対する取り組みを調べ、東ア
ジア文化圏同士である日韓での取り組みを
比較した。 

 
その結果、２つの点で大きな違いが認めら

れた。一つは韓国企業のファミリー・フレン
ドリー経営とでも言うべきものであり、従業
員家族への教育支援の手厚さであった。中
学・高校、場合によっては大学まで、従業員
子弟の教育費を負担していた。 

 
もう一点は、企業での従業員へのストレス

対策である。産業医・カウンセラーの配置、
EAP の導入などとういう日本側の対応とは異
なり、韓国ではスポーツ大会、登山など会社
ぐるみの団体活動によってストレス解消、会
社への忠誠心・一体感をはかっていた。これ
らは日本的経営といわれるかつての日本企
業が組織への一体感を築くために採ってい
た施策を彷彿とさせるものであった。調査対
象が主として釜山地域の中小企業であった
ため一般化は難しいものの、日韓での取り組
みの相違の一端が明らかとなった。 

 
(6)まとめ  
本研究を通じて、ワークとライフの関係性

に新たな視点を導入し、さらに働く「場の効
果」の概念を導いた。 

大企業・組織では、ワークとライフは対立
する概念としてとらえられている。そのため、
子育てや介護に直面した従業員は、ワークの
世界から排除される構造となっていると考
えられた。 

 
一方、地場産業や新興企業・商人家族など

の中小企業では、ワークとライフは一概に対
立する概念ではなく、渾然と一体化して営ま
れる実態がみいだされた。このような関係性
の中で、子育て・介護を抱えながらも家族や
同僚・地域の見守りの中で、就業継続の可能
性が強くなっていると解された。 
 
こうしたワークとライフの関係を取り持

つ概念として「場の効果」を導いた。近代化
の中で、「在宅ワーク」、「地域で働く」とい
うことは後進的な働き方としてややもすれ
ば否定的にとらえられがちであったが、むし
ろこうした就労のあり方に現代的修正を加
えることで、人間らしい安心した暮らしや働
き方が可能になるのではないかと考えられ
た。 
 
(7)なお、第18回多文化間精神医学会（2011

年 3 月 19 日箱根湯本冨士屋ホテル）での発
表が採択されていた 3演題（江川緑、木下久
美子、「活き活きと働き続ける高齢者のワー
ク・ライフスタイル─名古屋市有松絞り染め
産業地域でのフィールドワークから」、木下
久美子･江川緑、「韓国女性の就業実態と支援
体制からみたワーク・ライフ・バランス（Ｗ
ＬＢ）」、木下久美子、川口貞親、江川緑、「生
活時間からみた交代勤務者のワーク・ライ
フ・バランス（ＷＬＢ）と職業性ストレス」
は、東日本大震災のため延期となり、当該年
度内に成果を発表することができなくなっ
た。 
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